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 本学は、「知の拠点」として、産業界や地域との連携を重視しており、産学公連携推進機構を中心とする全学協働

体制により、組織的な産学公連携を推進している。 

産学公連携推進機構は、①市民・企業・地方公共団体等との連携を深め、②本学の知的資源の組織化と活用を

図ることにより、③社会に開かれた大学として積極的に情報を発信し、④地域社会からの信頼の醸成、教育研究活

動の発展・充実に資することを目的としている。 

これらの目的の達成に向け、企業や地域などとの連携を組織的に進めるため、社会連携センター部門を設置し、

学内の各学系、データサイエンス教育研究センター、教育学部附属教育実践総合センター、経済学部地域連携教育

推進室等と連携し、全学的な産学公連携推進体制を構築している。 

 

 

 
 

 

連携推進のための全学協働体制の構築 
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連携協定締結状況 

【企業】66 件 

締結部局 協定先 協定名称 締結日 

滋賀大学 

㈱大垣共立銀行 連携・協力に関する協定書 令和 3 年 10 月 11 日 

レノボ・ジャパン合同会社 連携・協力に関する協定書 令和 3 年 7 月 21 日 

㈱マイナビ 連携・協力に関する協定書 令和 3 年 6 月 9 日 

㈱平和堂、キリンビール㈱、 

㈱ブリヂストン 
連携に関する協定書 令和 3 年 5 月 17 日 

守谷輸送機工業㈱ 包括的連携協定書 令和 3 年 3 月 25 日 

彦根商工会議所 地方創生に関する包括的連携協定書 令和 2 年 11 月 11 日 

TMI プライバシー＆セキュリティ

コンサルティング㈱ 
連携・協力に関する協定書 令和 2 年 7 月 27 日 

京都中央信用金庫 地方創生に関する包括的連携協定書 令和 2 年 4 月 27 日 

サカタインクス㈱ 連携・協力に関する協定書 令和 2 年 3 月 2 日 

㈱brista 連携・協力に関する協定書 令和 2 年 1 月 20 日 

佐藤工業㈱ 連携・協力に関する協定書 令和元年 10 月 23 日 

㈱滋賀レイクスターズ 連携・協力に関する協定書 令和元年 10 月 8 日 

㈱帝国データバンク 

Data Engineering and Machine Learning

センターの設置と運営に関する実施協

定書 

令和元年 7 月 11 日 

嵯峨野観光鉄道㈱ 連携及び協力に関する協定書 令和元年 5 月 30 日 

㈱パルコ 連携・協力に関する協定書 平成 31 年 3 月 28 日 

㈱NTT ドコモ 連携・協力に関する協定書 平成 31 年 3 月 27 日 

㈱インテージホールディングス 連携・協力に関する協定書 平成 31 年 3 月 25 日 

彦根商工会議所 寄附講義「世界遺産学」に関する協定書 平成 31 年 3 月 25 日 

㈱日吉 連携・協力に関する協定書 平成 30年 12月 11日 

㈱SCREENセミコンダクターソリュ

ーションズ 

データサイエンスにおける連携・協力に

関する連携協定書 
平成 30年 11月 28日 

㈱平和堂 連携・協力に関する協定書 平成 30 年 8 月 27 日 

オムロンソーシアルソリューショ

ンズ㈱ 
連携・協力に関する協定書 平成 30 年 8 月 7 日 

㈱イー・エージェンシー 連携・協力に関する協定書 平成 30 年 7 月 17 日 

トヨタファイナンス㈱ 連携・協力に関する協定書 平成 30 年 5 月 8 日 

㈱KOKUSAI ELECTRIC 連携・協力に関する協定書 平成 30 年 5 月 7 日 

ヤマトクレジットファイナンス㈱ 連携・協力に関する協定書 平成 30 年 5 月 1 日 

㈱アイセロ 連携・協力に関する協定書 平成 30 年 4 月 3 日 

村田機械㈱ 連携・協力に関する協定書 平成 30 年 3 月 16 日 

伊藤忠テクノソリューションズ㈱ 連携・協力に関する協定書 平成 30 年 2 月 13 日 

 

連携プラットフォームとしての協定 
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締結部局 協定先 協定名称 締結日 

滋賀大学 

㈱帝国データバンク 連携協力に関する協定書 平成 29年 11月 30日 

㈱堀場製作所、㈱堀場エステック、 

㈱堀場アドバンスドテクノ 
連携・協力に関する協定書 平成 29 年 11 月 8 日 

㈱SMBC 信託銀行 連携・協力に関する協定書 平成 29 年 9 月 4 日 

㈱三井住友フィナンシャルグループ 連携・協力に関する協定書 平成 29 年 9 月 4 日 

㈱マクロミル 連携協力に関する協定書 平成 29 年 8 月 30 日 

滋賀経済同友会 包括的連携協定書 平成 29 年 7 月 10 日 

滋賀中央信用金庫 地方創生に関する包括的連携協定書 平成 29 年 6 月 9 日 

第一生命ホールディングス㈱ 連携・協力に関する協定書 平成 29 年 5 月 18 日 

滋賀県商工会連合会 包括的連携協定書 平成 29 年 3 月 30 日 

あいおいニッセイ同和損害保険㈱ 
セーフティソサイエティ研究構想の 

推進に関する連携協定書 
平成 29 年 3 月 23 日 

㈱関西アーバン銀行 包括的連携協定書 平成 29 年 2 月 27 日 

PwC あらた有限責任監査法人 連携・協力に関する協定書 平成 28年 11月 22日 

㈱滋賀銀行 包括的連携協定書 平成 28 年 10 月 5 日 

㈱京都銀行 地方創生に関する包括的連携協定書 平成 28 年 9 月 20 日 

経済学部 
橋本総業ホールディングス㈱ 連携・協力に関する協定書 令和 3 年 2 月 1 日 

彦根仏壇事業協同組合 包括的連携に関する協定書 平成 28 年 6 月 8 日 

データサイエ

ンス教育研究

センター 

㈱関通 連携・協力に関する協定書 令和 3 年 2 月 4 日 

マギー㈱ 連携・協力に関する協定書 令和 2 年 12 月 7 日 

ビーウィズ㈱ 連携・協力に関する協定書 令和 1 年 11 月 27 日 

エーザイ㈱ 連携・協力に関する協定書 令和 1 年 10 月 1 日 

日本電気㈱ 連携・協力に関する協定書 令和 1 年 7 月 23 日 

スターツ出版㈱ 連携・協力に関する覚書 平成 30年 11月 15日 

ダイハツ工業㈱ 連携・協力に関する覚書 平成 30 年 6 月 1 日 

㈱アイディーズ 連携・協力に関する協定書 平成 28年 11月 21日 

㈱オプトホールディング 連携・協力に関する協定書 平成 28 年 9 月 30 日 

産学公連携推

進機構社会連

携センター 

滋賀中央信用金庫 
産学連携に関する業務連携・協力に 

関する覚書 
平成 27 年 3 月 23 日 

㈱滋賀銀行 
産学連携に関する業務連携・協力に 

関する覚書 
平成 18 年 8 月 7 日 

日本政策金融公庫 産学連携の協力推進に係る協定書 平成 18 年 8 月 2 日 

長浜信用金庫 産学連携基本約定書 平成 18 年 2 月 14 日 

花しょうぶ通り商店街振興組合 
滋賀大学「街なか研究室」の取扱いに

関する覚書 
平成 18 年 1 月 6 日 

日本政策金融公庫 
産学連携に関する業務連携・協力に 

関する覚書 
平成 17 年 11 月 2 日 

㈱関西みらい銀行 
産学連携に関する業務連携・協力に 

関する覚書 
平成 17 年 9 月 26 日 

 



2.産学公連携活動の概要 滋賀大学産学公連携推進機構年報 2021 年度版 No.3 

11 

 

締結部局 協定先 協定名称 締結日 

産学公連携推

進機構社会連

携センター 

彦根商工会議所 
産学連携に関する業務連携・協力に 

関する覚書 
平成 17 年 7 月 25 日 

近江八幡商工会議所 
産学連携に関する業務連携・協力に 

関する覚書 
平成 17 年 7 月 5 日 

㈱京都銀行法人金融部 
産学連携に関する業務連携・協力に 

関する協定書 
平成 17 年 4 月 28 日 

㈱パソナ 
産学官連携コーディネーター配置に 

伴う覚書 
平成 17 年 4 月 1 日 

京都信用金庫 
産学連携に関する業務連携・協力に 

関する覚書 
平成 16年 11月 12日 

 

【学校】21 件 

～対大学～ 

締結部局 協定先 協定名称 締結日 

滋賀大学 

島根大学 包括的連携に関する協定書 令和 4 年 3 月 17 日 

帝京大学 連携協力に関する協定書 令和 3 年 2 月 16 日 

兵庫教育大学 連携協力に関する協定書 令和 2 年 12 月 1 日 

京都女子大学 連携及び協力に関する協定書 令和 2 年 11 月 6 日 

和歌山大学 連携及び協力に関する協定書 平成 30年 10月 11日 

立命館大学 教育研究協力に関する協定書 平成 20 年 3 月 25 日 

滋賀短期大学 相互協力協定書 平成 19年 11月 27日 

滋賀医科大学、滋賀県立大学、滋賀

短期大学、びわこ学院大学、滋賀文

教短期大学、成安造形大学、聖泉大

学、長浜バイオ大学、びわこ成蹊ス

ポーツ大学、立命館大学、龍谷大学 

単位互換に関する包括協定書（環びわ

湖大学・地域コンソーシアム） 
平成 17 年 3 月 30 日 

放送大学 単位互換に関する協定書 平成 16 年 4 月 12 日 

滋賀県立大学 単位互換に関する協定書 平成 14 年 3 月 13 日 

教育学研究科 

上越教育大学、岐阜大学、兵庫教育

大学、岡山大学、鳴門教育大学 

兵庫教育大学大学院連合学校教育学研

究科の設置及び運営に関する構成国立

大学法人間協定書 

平成 31 年 1 月 23 日 

京都教育大学、大阪教育大学、奈良

教育大学、和歌山大学の各大学院教

育学研究科 

単位互換に関する協定書 平成 8 年 1 月 30 日 

経済学部 富山大学経済学部 単位互換に関する協定書 昭和 49 年 7 月 1 日 

 

～対高等学校～ 

締結部局 協定先 協定名称 締結日 

滋賀大学 

滋賀県立彦根工業高等学校 連携協力に関する協定書 令和 3 年 10 月 5 日 

武庫川女子大学附属中学校・高等学校 連携協力に関する協定書 令和 3 年 6 月 23 日 

島根県立松江南高等学校 連携協力に関する協定書 令和 2 年 11 月 11 日 
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締結部局 協定先 協定名称 締結日 

滋賀大学 
兵庫県立姫路西高等学校 連携協力に関する協定書 令和 2 年 7 月 30 日 

香川県立観音寺第一高等学校 連携協力に関する協定書 令和 1 年 5 月 14 日 

データサイエ

ンス教育研究

センター 

滋賀県立虎姫高等学校 高大連携に関する協定書 平成 28年 12月 12日 

経済学部、 

データサイエ

ンス教育研究

センター 

滋賀県立彦根東高等学校 高大連携に関する協定書 平成 28年 12月 12日 

経済学部 滋賀県立八幡商業高等学校 協定書 平成 17 年 1 月 12 日 

 

【官公庁等】40 件 

～対政府機関等～ 

締結部局 協定先 協定名称 締結日 

滋賀大学 

彦根地方気象台 連携・協力に関する協定書 令和 3 年 10 月 7 日 

独立行政法人統計センター 連携協力に関する基本協定書 平成 28 年 12 月 9 日 

総務省統計研究研修所 連携協力に関する覚書 平成 28 年 7 月 28 日 

データサイエ

ンス教育研究

センター 

統計データ利活用センター（総務省

統計局・独立行政法人統計センター） 

データサイエンス分野における連携 

協力に関する覚書 
平成 31 年 3 月 20 日 

国立研究開発法人 理化学研究所 革

新知能統合研究センター 
連携協力に関する覚書 平成 29 年 2 月 15 日 

大学共同利用機関法人 情報・システ

ム研究機構 統計数理研究所 
研究協力に関する協定書 平成 28 年 10 月 31 日 

 

～対自治体等～ 

締結部局 協定先 協定名称 締結日 

滋賀大学 

尼崎市 連携・協力に関する協定書 令和 4 年 3 月 30 日 

彦根市議会 連携・協力に関する協定書 令和 3 年 8 月 5 日 

三重県 
データサイエンス分野における連携・

協力に関する協定書 
令和 2 年 2 月 19 日 

野洲市 包括的な連携・協力に関する協定書 平成 30 年 6 月 27 日 

湖南市 実習生受入れに関する協定書 平成 30 年 6 月 13 日 

滋賀県 
滋賀県営住宅空き家の滋賀大学への 

提供に関する協定書 
平成 29 年 8 月 1 日 

竜王町 連携・協力に関する包括協定書 平成 29 年 2 月 20 日 

滋賀県教育委員会 覚書 平成 29 年 1 月 18 日 

滋賀県警察 サイバーセキュリティに関する協定書 平成 28年 12月 19日 

滋賀県 連携・協力に関する包括協定書 平成 28 年 3 月 28 日 

草津市 協力に関する協定書 平成 22 年 5 月 31 日 

多賀町 協力に関する協定書 平成 21 年 11 月 9 日 
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締結部局 協定先 協定名称 締結日 

滋賀大学 

東近江市 協力に関する協定書 平成 21 年 2 月 3 日 

湖南市 協力に関する協定書 平成 19 年 7 月 13 日 

高島市 地域連携にかかる協定書 平成 19 年 5 月 28 日 

愛荘町 協力に関する協定書 平成 19 年 4 月 12 日 

長浜市 協力に関する協定書 平成 17年 11月 10日 

彦根市 協力に関する協定書 平成 17 年 11 月 1 日 

大津市 協力に関する協定書 平成 17 年 6 月 27 日 

近江八幡市 相互協力協定書 平成 17 年 1 月 22 日 

米原市 相互友好協力協定書 平成 16年 12月 16日 

教育学部 

特定非営利活動法人滋賀大キッズカ

レッジ＆地域教育支援センター 
連携・協力に関する協定書 平成 29 年 6 月 21 日 

滋賀県教育委員会 連携に関する協定書 平成 27 年 9 月 7 日 

大津市教育委員会 連携に関する協定書 平成 27 年 9 月 7 日 

近江八幡市教育委員会 連携に関する協定書 平成 27 年 9 月 7 日 

彦根市教育委員会 連携に関する協定書 平成 27 年 9 月 7 日 

草津市教育委員会 連携に関する覚書 平成 27 年 9 月 7 日 

栗東市教育委員会 連携に関する覚書 平成 27 年 9 月 7 日 

守山市教育委員会 連携に関する覚書 平成 27 年 9 月 7 日 

守山市教育委員会 相互協力協定書 平成 20 年 4 月 23 日 

野洲市教育委員会 相互協力協定書 平成 19 年 12 月 3 日 

栗東市教育委員会 相互協力協定書 平成 17 年 6 月 7 日 

データサイエ

ンス教育研究

センター 

大津市 連携・協力に関する協定書 平成 30 年 8 月 30 日 

環境総合研

究センター 
公益財団法人国際湖沼環境委員会 

「総合的湖沼流域管理（ILBM）のため

の知識ベースシステム LAKES-Ⅲ」普及

促進のための連携・協力に関する覚書 

平成 28 年 12 月 1 日 

 

【広域協定】4 件 

締結部局 協定先 協定名称 締結日 

滋賀大学 

総務省統計局、独立行政法人統計セ

ンター、和歌山県 

データサイエンス分野における連携 

協力に関する協定書 
令和元年 11 月 25 日 

滋賀県、滋賀県立大学、滋賀文教短

期大学、聖泉大学、長浜バイオ大学、

彦根市、長浜市、彦根商工会議所、

長浜商工会議所 

彦根・長浜地域における学術文化教育

基盤形成に係る大学・短期大学と地方

自治体、産業界等との包括連携に関す

る協定書 

平成 30 年 9月 25 日 

滋賀県、滋賀医科大学、滋賀県立大

学、長浜バイオ大学、立命館大学、

龍谷大学、㈱滋賀銀行、㈱関西アー

バン銀行、滋賀県産業支援プラザ、

㈱リバネス 

滋賀発成長産業の発掘・育成に関する

連携協定書 
平成 29 年 4月 12 日 
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締結部局 協定先 協定名称 締結日 

滋賀大学 
滋賀県立大学、財団法人国際湖沼環

境委員会 
研究協力協定書 平成 19 年 7 月 21 日 

 

【合計】 131 件 
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3 アントレプレナーシップ教育の推進 
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4 リカレント教育の推進 
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5 産業支援活動の推進 
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コロナウイルス感染拡大によって、展示会などでの企業紹介、商品紹介の機会が無くなったことで、オンライン配

信やYouTube 配信の活用が一挙に進みました。しかし、小規模零細企業にとっては、どの様に配信すればよいのか

わからないという声を多く聞くようになりました。 

このため、持っているPCとスマートフォンを使って簡単に配信出来る方法を学べるライブ配信セミナーを映像制作

企業の協力を得て開催しました。 

 

 

１．開 催 日 ： 2021 年 12 月 5日（日） 

２．開催場所 ： someno kyoto（ソメノキョウト） 

３．講 師 ： シッカイ映像制作のスタッフ 

４．参加者数 ： 8 名 

 

 

 

 

最初に、音楽のライブ配信などを行う講師から、映像配信の事例の紹介があり、その後、配信前に必要な映像編

集のアプリケーションの紹介と PC へのダウンロードを行いました。ここでは、参加者一人一人の進捗を確認しながら

進め、スマートフォンで撮影した映像の編集、そして実際に YouTube 配信までを体験することが出来ました。 

 

参加者からは、「実践しながらなので、どこでつまずくかも理解出来た」「やはりプロから直接教えて貰えて良かっ

た」という声があり、最後には、参加者同士の名刺交換もあり、幾つかマッチングも進みそうです。 

 

今は、簡単に SNS で情報を発信出来るようになっていますが、企業紹介や商品紹介をするためには、ある程度の

スキルが必要となっています。ただ、映像編集で使えるアプリケーションや画像や音声など編集方法を教えて貰える

機会は多くありません。それだけに、このセミナーでは少しの工夫で企業をより PR 出来るセミナーとなったと思いま

す。 

 

（文責：産学公連携推進機構 客員教授 近兼 敏） 

 

スマホを使ったライブ配信セミナー 
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今年度、経済学部学生は、長浜市の「浜ちりめん」の企業 3 社との共同研究を行いました。浜ちりめんは、長浜市

で生産される高級絹織物で、滋賀県を代表する伝統産業の一つです。今回、浜ちりめんを代表する 3 社（有限会社

𠮷正織物工場、南久ちりめん株式会社、株式会社タケツネ）を共同研究のパートナーとして、経済学部の 3 つのゼミ

が、浜ちりめんや輪奈ビロードの需要開拓や認知拡大に向けた調査研究に取り組みました。 

 

１．共同研究内容 

（１）研究テーマ  浜ちりめんの認知拡大と需要創出に向けた調査研究 

（２）研 究 内 容  経済学部学生による伝統産業の存続に向けた調査・提案 

（３）研 究 期 間  令和 3年 6 月～令和 4年 1月 

（４）主 担 当  産学公連携推進機構 客員教授 近兼 敏 

   指 導 教 員  経済学部 教授 岡本 哲弥、准教授 竹中 厚雄、教授 陳 韻如 

 

２．各グループの参加学生と研究テーマ 

（１）岡本ゼミ（金川 蒼弥、田中 美優、三次 杏奈、長岡 千穂子） 

テーマ「布製品における支払許容額と商品属性の関係 ～浜ちりめんのアンケート調査から～」 

（２）竹中ゼミ（石川 祐乃介、石原 颯人、中尾 真緒、麻生 和、市下 慎也、上杉 達哉） 

テーマ「wanna be road ～知る 触れる 体験する～」 

（３）陳ゼミ（中西 健斗、鬼松 新、神澤 草介、松並 愛花、田尾 鈴蘭、田嶋 優樹、林 美紅） 

テーマ「浜縮緬産業の存続 “新たな需要の創出による危機からの脱却”」 

 

３．研究発表会 

（１）日時 令和 4年 1月 25 日（火）13:00～15:00 

（２）場所 滋賀大学彦根キャンパスほか（オンライン開催） 

（３）内容 

当初は長浜市で対面形式の発表会を実施する予定でしたが、新型コロナウイルスの感染再拡大を受けて、彦根

キャンパスと先の 3 社をオンライン接続し、近畿経済産業局、滋賀県、長浜市、滋賀県中小企業団体中央会、長浜

商工会議所など関係機関にも配信しました。学生からは、浜ちりめんの支払許容額の分析、新規商品の企画、博物

館を利用した認知度向上策やバーチャル工場見学などの報告・提案がなされ、浜ちりめんの認知拡大に向けた

様々な課題について意見交換が行われました。 

 

（文責：経済学部 准教授 竹中 厚雄） 

企業の課題解決研究 －滋賀・京都再生企業支援事業－ 
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滋賀大学は令和元年度に京都の嵯峨野観光鉄道株式会社と観光分野における地域活性化に寄与することを目

的とした連携協力協定を締結し、今年度は 3 年目の取り組みとなりました。新型コロナウイルス感染拡大の長期化

にともない、国内観光業は厳しい経営環境に直面しています。今年度も昨年度に引き続き、特に国内の観光需要の

取り込み、新規顧客の開拓などをテーマとして、経済学部学生が調査研究を実施し、嵯峨野観光鉄道に対し様々な

提案を行いました。 

 

１．共同研究内容 

（１）研究テーマ  嵯峨野観光鉄道における国内需要開拓に向けた調査研究 

（２）研 究 内 容  経済学部学生による観光鉄道事業の集客策に関する調査・提案 

（３）研 究 期 間  令和 3年 6 月～令和 4年 1月 

（４）主 担 当  産学公連携推進機構 客員教授 近兼 敏 

   指 導 教 員  経済学部 教授 岡本 哲弥、准教授 竹中 厚雄、教授 陳 韻如 

 

２．各グループの参加学生と研究テーマ 

（１）岡本ゼミ（中原 瑞穂、柊 勇飛、宮部 美帆、瀬戸川 鈴佳） 

テーマ「嵯峨野観光鉄道における SNS プロモーション」 

（２）竹中ゼミ（高山 英子、堀田 皓斗、市川 真綾、市原 萌子、須山 佳乃、長門 俊亮、天勝 智将） 

テーマ「嵯峨野観光鉄道の閑散期における若者の利用促進」 

（３）陳ゼミ（筆本 真乃介、宮本 佳奈、花木 愛侑、小林 佳悟、平井 貴大、川端 一輝） 

テーマ「「新たな価値」を創造するツーリズム推進戦略」 

 

３．研究発表会 

（１）日時 令和 4年 1月 14 日（金）9:00～11:00 

（２）場所 ホテルビナリオ嵯峨嵐山 

（３）内容 

今年度の研究発表会では、アンケート調査や同社公式 SNS アカウントの投稿の分析、インターネット上の口コミデ

ータを利用したテキストマイニング分析など、多種多様なデータの分析に基づく研究成果の報告が行われました。ま

た同社に対して新規需要の発掘や事業強化に向けて、SNS の利用方法や、新たなイベント、ツアープログラムなど

に関する様々な提案がなされました。同社関係者の方からは学生の発表に対し、多くの質問や意見が投げかけられ、

非常に活発で有意義な成果発表会となりました。 

 

（文責：経済学部 准教授 竹中 厚雄） 

企業の課題解決研究 －嵯峨野観光鉄道調査研究－ 
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6 研究・コンサルティング活動等 
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２-３．Zoom の字幕機能 

コミュニケーション機能の 1 つとして、Zoom の字幕機能を活用

してワークショップを行った。「ライブトランスクリプト」をクリックす

ると、画面下部に字幕が生成される。 

ろう・難聴児には手話をよく見る子どもだけでなく、文字から情

報を取得しやすい子どももいる。それぞれの子どもたちが、自分

にあった機能を選択できるように工夫した。 

 

 

 

 

２-４．プラカードを使った進行 

子どもたちには、実験キットと一緒に「できた」「こまってます」と書か

れたプラカードを郵送した。 

活動ができたら「できた」の面をカメラに見せ、何かトラブルが起こっ

たら「こまってます」の面をカメラに見せる。このプラカードを使うことで、

子どもたちが全員できているかな？困っている子どもたちはいないか

な？ということをすぐに確認して、すぐに対応することができた。また、フ

ァシリテーター側は「つぎにすすむよ」「ちょっとまってね」というプラカードを使用した。「つぎにすすむよ」のプラカード

を見せると、子どもたちは次の活動に向けて再び集中できるようになった。「ちょっとまってね」のプラカードを見せる

と、早くできた子どももじっと待つことができ、みんな揃って次の活動に進むことができた。 

 

２-５．うちわを使ったコミュニケーション 

子どもたちには白いうちわに名前や、子どもたちが考えたアイデアを書いて

もらった。 

そして、みんな一斉にカメラにうちわを見せることで、ファシリテーターが指差

しながら子どもたちの意見を紹介することができた。 

 

 

 

２-６．UD トークでも字幕をさかのぼって確認 

子どもたちにはスマートフォンに「UD トーク」という字幕生成アプリをダウンロードしてもらい、

字幕をスマートフォンでも見られるようにした。 

Zoom に接続できなくなって活動から遅れてしまった時も、パソコンから目を離して見逃してし

まった時も、UD トークを見ると、どのようなことが話されていたかをさかのぼって確認することが

できる。 

（文責：加納 圭 研究室） 
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7 産学公連携推進機構・社会連携センター構成員 
2022年度 
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